バイオマス発電設備の設備実態調査表（1／2）
発電所名：　　　　　　　　　　　　
	確認項目
	ご回答

	□ ＦＩＴによる認定通知書に記載（記載予定）の「バイオマス燃料の種類」を確認させてください。※1
	

	□ 燃料種別とその割合（発電量ベース）をご教示ください。（起動時に重油等を使用する場合は、合わせてご教示ください。）
	

	□ 以下のうち、どの発電設備区分に該当しますか。
　① メタン発酵ガス発電設備、一般廃棄物発電設備

　② 「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律」（以下、農山漁村再エネ法）に基づき、市町村により設備整備計画の認定設備※2
③ 地域に存するバイオマスを主に活用する発電設備※3

　④ その他の発電設備
	

	□ 今後、「農山漁村再エネ法」による「地域資源バイオマス発電設備」の認定を受ける予定はありますか。
	

	□ 今後、燃料種別の変更等を予定していますか。
	

	※１燃料種別が分かる資料の提出が必要になります。（FITによる認定申請(申請予定)書類等）
※２設備整備計画の認定を受けたことを証明する資料の提出が必要となります。
※３基本的に農山漁村再エネ法に基づく認定が必要となります。認定に時間を要する場合等は、以下ⅰ～ⅳを証明する資料及び、当社指定様式書類の提出が必要となります。

　ⅰ）地域に存するバイオマスを主に活用するもの（当該発電により得られる電気の量に占める地域に存するバイオマスを変換して得られる電気の量の割合（「地域に存するバイオマス」のバイオマス比率）について年間を通じて原則8割以上確保するもの）であること

　　　✳「地域に存するバイオマス」とは、家庭ごみ、下水汚泥、食品残さ、家畜排せつ物、未利用間伐材、地域の木材の加工時等に発生する端材、おがくず、樹皮等の残材、稲わらやもみ殻等の地域に固有のバイオマスのことを指します。

　ⅱ）地域の関係者の合意を得ていること

　ⅲ）発電に供する原料の安定供給体制を構築していること

　ⅳ）ⅰ）～ⅲ）の要件が満たされていることを事後に確認できる体制が確立されていること


バイオマス発電設備の設備実態調査表（2／2）
	確認項目
	ご回答

	· ①～③の発電設備区分に該当し、「出力制御に応じることが困難」である場合、その理由を具体的にご教示ください。

	

	□ 通常発電時の運転体制はどのようになっていますか。
	

	□ 出力を下げていただく場合に対応できる体制となっていますか。
	

	□ 出力を下げていただく場合には、どの程度前に連絡が必要ですか。
	

	· 最低出力は定格出力の何％(何kW)ですか。最低出力の制約は何ですか。

　
	

	· 自家発設備の場合は、自家消費は何kWですか。

	


【留意事項】

　本書類受領後、内容等確認の上、バイオマスの類型・出力制御可否を判定し、結果を通知いたします。

バイオマス発電設備の設備実態調査表（1／2）

発電所名：　　　　　　　　　　　　

	確認項目
	ご回答例

	□ ＦＩＴによる認定通知書に記載（記載予定）の「バイオマス燃料の種類」を確認させてください。※1
	一般廃棄物・木質バイオマス以外のバイオマス



	□ 燃料種別とその割合（発電量ベース）をご教示ください。（起動時に重油等を使用する場合は、合わせてご教示ください。）
	一般廃棄物（１００％）

起動時に重油を使用



	□以下のうち、どの発電設備区分に該当しますか。
　① メタン発酵ガス発電設備、一般廃棄物発電設備

　② 「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律」（以下、農山漁村再エネ法）に基づき、市町村により設備整備計画の認定設備※2

③ 地域に存するバイオマスを主に活用する発電設備※3

　④ その他の発電設備
	●●に該当

	□ 今後、「農山漁村再エネ法」による「地域資源バイオマス発電設備」の認定を受ける予定はありますか。
	予定なし／予定あり（●年●月頃、取得予定）



	□ 今後、燃料種別の変更等を予定していますか。
	予定なし／予定あり（●年●月頃、●●に変更予定）



	※１燃料種別が分かる資料の提出が必要になります。（FITによる認定申請(申請予定)書類等）

※２設備整備計画の認定を受けたことを証明する資料の提出が必要となります。

※３基本的に農山漁村再エネ法に基づく認定が必要となりますが、認定に時間を要する場合等は、以下ⅰ～ⅳを証明する資料及び、当社指定様式書類の提出が必要となります。

　ⅰ）地域に存するバイオマスを主に活用するもの（当該発電により得られる電気の量に占める地域に存するバイオマスを変換して得られる電気の量の割合（「地域に存するバイオマス」のバイオマス比率）について年間を通じて原則8割以上確保するもの）であること

　　　✳「地域に存するバイオマス」とは、家庭ごみ、下水汚泥、食品残さ、家畜排せつ物、未利用間伐材、地域の木材の加工時等に発生する端材、おがくず、樹皮等の残材、稲わらやもみ殻等の地域に固有のバイオマスのことを指します。

　ⅱ）地域の関係者の合意を得ていること

　ⅲ）発電に供する原料の安定供給体制を構築していること

　ⅳ）ⅰ）～ⅲ）の要件が満たされていることを事後に確認できる体制が確立されていること


バイオマス発電設備の設備実態調査表（2／2）

	確認項目
	ご回答

	·  ①～③の発電設備区分に該当し、「出力制御に応じることが困難」である場合、その理由を具体的にご教示ください。


	・燃料を保管できる発電設備仕様になっておらず、出力制御の際に生じた余剰燃料を保管できないため

・設備仕様上、定格以外は燃焼が不安定となり、発電を維持できないため

・燃料配送計画やごみ収集計画に影響を及ぼすため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	□ 通常発電時の運転体制はどのようになっていますか。
	３交替（2名×8時間により、24時間運転）

	□ 出力を下げていただく場合に対応できる体制となっていますか。
	現体制で対応可能

	□ 出力を下げていただく場合には、どの程度前に連絡が必要ですか。
	６時間前までに連絡が必要

	· 最低出力は定格出力の何％(何kW)ですか。最低出力の制約は何ですか。

　
	定格出力：●kW

最低出力：●kW(定格出力の●％)

最低出力以下まで出力抑制すると、ボイラー内の圧力変動が大となり、燃焼不安定となる

　

	· 自家発設備の場合は、自家消費は何kWですか。


	自家発設備ではない／自家消費：●kW


【留意事項】

　本書類受領後、内容等確認の上、バイオマスの類型・出力制御可否を判定し、結果を通知いたします。
（回答例）








